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ただいま紹介にあずかりました、株式会社アルトナー 代表取締役の関口でござい
ます。

本日はご多忙の中、2022年1月期 決算オンライン説明会にご参加賜りまして誠に
ありがとうございます。

また、平素は当社事業に対しましてご理解とご支援を賜りまして誠にありがとう
ございます。

この場をお借りして厚く御礼申し上げます。

それではまず、これより決算概要並びに、中期経営計画のご説明に進めさせてい
ただきますが、その前に当社は2022年1月期決算を受けまして8期連続の増収・増
益、また、2桁成長を遂げることができました。

その要因につきましては大きく3つあると考えています。

1つ目は8期前からアルトナーが創り上げてきたビジネスモデル。

2つ目にマーケット需要が高い技術分野への技術者の集中配属。

最後3つ目に長い歴史による顧客企業からの信頼感。

以上3つが8期連続増収・増益の要因だと考えております。

また、詳細につきましては本編の中で説明をさせていただきます。

これよりは9期、10期、11期連続の増収・増益を目指して本編で説明してまいり
ます中期経営計画の戦略の中でお話しをさせていただきたいと考えております。

それでは早速ですが説明のほうに入ります。
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まず初めにアルトナーのおさらいということで、会社の概要から説明させていた
だきます。
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アルトナーの社是、経営理念、社名の由来です。

特に経営理念につきましては「エンジニアサポートカンパニー」ー私達は技術者
の夢をサポートしますー 人をつくり 技術を育み 技術者を通じ社会に貢献し
全従業員の幸福と会社の反映を目指します

この理念のもと様々な戦略を構築させていただいております。
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まず沿革です。

1953年に兵庫県尼崎市にアルトナーの親会社でありました、有限会社関口興業社
が創業しております。
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その後、1962年、昭和37年の9月 株式会社大阪技術センターを設立。

先程8期連続の増収・増益の主要因であります、長い歴史による顧客企業からの信
頼感をあげさせていただきました。

当社は本年の9月で会社設立60周年となります。
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次に事業拠点です。

本社は東京本社、大阪本社の2本社制をひいております。

主に東京は事業推進本部、大阪は管理本部をおいています。

事業拠点としましては、横浜／宇都宮／大阪／名古屋の4営業所です。

研修拠点は東日本／西日本の2拠点です。

東日本の収容人数は約50名、西日本の収容人数は約150名。

2拠点で200名の研修人員を受け入れるキャパがございます。
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次に当社の事業モデルです。

当社は理系の大学生、大学院生、高専生、専門学生等の新卒採用を行い、当社に正社
員として入社をいただき、その後、教育・訓練を実施し、当社の顧客企業のプロジェ
クトに派遣就業。

または、当社の請負・受託グループに配属という流れになります。

また、経験者、既卒者の一般採用も新卒同様に実施しております。

正社員雇用後の研修・配属の流れは、新卒採用と同様です。



次に派遣事業を行う、当社の雇用形態です。

アルトナーは無期雇用派遣型の正社員派遣を実行しております。
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次に教育・研修フローです。

入社後、一般研修、社外実務研修、基礎研修を終えまして配属先が内定します。

次に配属に向けてのカスタマイズ研修を実施し、配属となります。

配属後はキャリアサポート講座や、能力開発セミナー等々を通じて、キャリアアッ
プを図っていただいております。
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当社の技術分野です。

職種としまして、ソフトウェア分野、電気・電子分野、機械分野の3分野に属する
エンジニア集団です。
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主な取引先です。

輸送用機器各社、電気機器各社、精密機器各社、機械、情報・通信各社、株式上場企
業及び優良中堅企業。

取引実績は約400社でございます。
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次に当社のエンジニアのセグメント部門です。

まず、研究開発領域をカバーしますハイバリューグループ。

製品開発領域をカバーしますワイドバリューグループ。

生産関連領域をカバーしますプロダクトバリューグループ。

3つのグループで構成しています。

冒頭、8期連続増収・増益の要因の1つ。リーマンショック時にメーカーからの業務工
程の上流工程に配属されていた技術者はあまり契約解除にならず、景気動向に左右され
にくい領域が研究開発領域か製品開発領域であることが判明しました。

当社では上流工程への技術者の配属比率を高めていく方針を決定し、上流工程に配属可
能な優秀な学生、一般を採用するため技術者のニーズを踏まえた社内制度、転職支援制
度や成果報酬型の給与体系、また、エリア限定制度を導入し、採用支援を行ってまいり
ました。

それらの結果、顧客企業の上流工程の業務に合わせた教育研修を実施し、配属しており
ます。

この領域分布でいきますと、ハイバリューグループからワイドバリューグループのエン
ジニアのボリュームが多いというのが特徴でございます。
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先程もご説明いたしました採用支援のための様々な制度が当社にはあります。

エンジニアの選択できる社内制度として、上から成果報酬型の給与体系や、エリア
限定制度、社内公募制度、転職支援制度がございます。

最後にご紹介しました転職支援制度に魅力を感じ、当社に入社してくるエンジニア
が年々増加しております。

ここで口頭ではありますが、転職支援制度について少し補足説明をさせていただき
ます。

転職支援制度の基本方針は当社の技術者が、当社の正社員としてキャリアを積む選
択も、また、顧客企業に転職して新しい世界にチャレンジする選択も同様に尊重し
ます。

技術者のメリットとしましては、アルトナーで経験を積んで実力をつけ、顧客企業
で実際に現場で働く様子で自分の実力を評価していただくことができます。

学生時代にかなわなかった就職先の夢の再実現にチャレンジすることができます。

顧客企業のメリットといたしましては、アルトナーの技術者を自社での配属期間中
概ね3年～5年に実力を見極めた上で、採用することができます。

当社のメリットといたしましては、まず、採用面のメリットはメーカー就職希望で
これまで技術者派遣の業態に興味が薄く、当社への入社に結びついていなかった学
生層が関心を持つきっかけとなり、入社時に他社と比較する際の差別化となってい
ます。

一方、営業面といたしましては、当社から転職した技術者が転職先で活躍すること
でアルトナー出身者のイメージが向上します。転職した技術者により、当社と顧客
企業との関係はより強固になります。

以上が転職支援制度の詳細です。



次にエンジニアのキャリアパスです。

入社から研修・配属へ転職支援制度を活用し転籍される方。

アルトナーで定年を迎え、60歳以降、継続雇用制度を活用し、勤務を続ける方。

また、途中で教育担当者に配属転換される方。

または、営業職、採用職の事務スタッフの方に転職される方。

様々なパターンがございますけども、アルトナーとしては生涯エンジニアとして活躍
いただく場を提供しているというポリシーのもと、エンジニアのキャリアパスを構築
させていただいております。
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会社概要に続きまして、中期経営計画についてご説明いたします。
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まず、当社が属する技術者派遣の市場規模、並びに、顧客企業の研究開発費の推
移です。

技術者派遣の市場規模は1兆1,000億円～1兆3,000億円とされています。

また、顧客企業の研究開発費につきましては、企業は研究開発費に継続的に予算
を投じるため、安定的に推移しております。

特に研究開発費におきましては、景気動向に左右されにくいという特質がござい
ます。



次にアルトナーの持続的成長および次世代成長の考え方です。

まずこの考え方につきましては8期連続増収・増益を下支えいたしました、マー
ケットニーズの高い技術分野への技術者の配属に通ずるものです。

地球規模で社会環境が変化している中で、いわゆる「カーボンニュートラル」
をテーマとした、顧客プロジェクトに積極的に参画する。そのために必要な採
用・教育・営業の社内体制を再構築し、顧客へのサービスを通じて社会貢献し
ていくという考え方です。

「カーボンニュートラル」の取り組みの方向性といたしましては、当社の主要
顧客である自動車業界等に対して走行時にCO2を排出しないEV(電気自動車)、
FCV(燃料電池自動車)、インフラ(充電インフラ、水素ステーション)あるいは、
自動運転、半導体等に関連する開発プロジェクトへの当社のエンジニアの参画
率を高めてまいります。
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次に「カーボンニュートラル」に対する採用・教育・営業の当社の取り組みです。

まず採用部門につきましては「カーボンニュートラル」関連プロジェクトに参画するための基礎
専門的な電気・電子、材料物性、エネルギー、情報分野の学科を卒業した学生の採用。

また、上記分野のスキル、経験を有する一般採用を推進してまいります。

マッチング人財の採用強化のため、新卒採用に偏重の採用方針を変更し、本中期経営計画より、
新卒・キャリアの採用数をバランスさせ、人財の確保に努めてまいります。

新卒・キャリア採用における「カーボンニュートラル」採用対象の構成比は2022年1月期新卒採
用で約47.9％、キャリア採用で約48.6％のマッチング率でした。

これを今中計最終年度2025年1月期を目標とし55.0％にマッチング率を高めてまいります。

次に教育部門です。

教育部門につきましてはEV、FCV関連、AI/機械学習関連、EVのバッテリー関連、センサー関連
、ケミカルリサイクル、マテリアルリサイクル関連の研修を充実させることにより、顧客満足を
高めてまいります。

益々高まるソフトウェア、電気・電子のエンジニアニーズに応えるため、研修スタッフを増強い
たします。

最後に営業部門です。

「カーボンニュートラル」のプロジェクトに配属。社会的課題の解決に貢献し、業績を向上させ
てまいります。

技術者単価が他のプロジェクト比で約10％プラスになる計画です。

それにより、売上高、並びに利益率の向上が見込まれます。

配属中の技術者における「カーボンニュートラル」のプロジェクトの技術者構成比は2022年1月
期で41.3％の参画率です。

それを中計最終年度2025年1月期には50.0％の参画率に向上させる目標です。
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「カーボンニュートラル」関連の主たるプロジェクトでございます。

エコカーやFCV、自動運転や、半導体。



22

その他、家電、医療、自動二輪、航空宇宙分野がございます。



次に中期経営計画の基本方針、並びに、基本施策です。

基本方針といたしましては『持続的成長および次世代成長のための基盤を構築する』。

基本施策は2つです。

1.セグメント戦略の推進。

2.多種多様な人財活用の推進です。
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セグメント別マーケットへの対応。
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続きまして、中計の経営数値目標です。

最終年度、売上高116億円、営業利益率14.0％を目指してまいります。
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経営数値目標、技術者数、最終事業年度末1,600人。

事業構成比、派遣：請負・受託対比、9：1。

採用バランス、新卒採用：キャリア採用、1：1です。
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経営数値目標、ROE、20％以上を目指します。

現在の配当性向30％目途を、50％に引き上げます。



中期経営計画におけるSDGs達成に向けた当社の主な取り組みです。

1つ目に「カーボンニュートラル」関係、7番、13番。

多種多様な人財活用の推進、5番、8番、10番です。

詳細は下記のサイトをご参照ください。
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次にプライム市場の上場維持基準への適合状況についてご説明します。

2022年4月にプライム市場に移行いたします。

移行基準日時点（2021年6月30日）において、プライム市場の上場維持基準を満
たしていないことから、「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」を
作成いたしました。

プライム市場の上場維持基準への適合状況は次の通りです。

流通時価総額100億円に対して、基準日時点で当社は41億円でした。

その他、流通株式比率、1日平均売買代金、流通株式数については充足しておりま
した。



流通株式時価総額100億円達成の必須条件、並びに、計画期間です。

まず初めに必須条件といたしましては、流通株式比率を現在の46.8％から、70.0％に
引き上げる計画です。

そうなりますと、流通株式数は現在の4,974千株から7,439千株に上昇します。

必須条件の2つ目、PER15.0倍を目標にいたします。

現在、2022年1月末現在で12.7倍を、15.0倍へ。

1株当たり当期純利益(EPS)68.59円を、93.34円へ。

目標株価869円を、1,400円へ。

これを達成することにより、43億円の流通株式数時価総額を、必須条件であります
100億円に達成させていく計画です。

計画期間といたしましては、中期経営計画の最終年度として定める2025年1月期に向
けて、流通株式時価総額の上場維持基準を充たすため、各種取り組みを進めてまいり
ます。
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主な取り組みといたしましては、まず、流通株式比率の引き上げ。70％まで引き
上げてまいります。

1株当たりの当期純利益(EPS)の拡大。この拡大につきましては事業戦略でありま
す「カーボンニュートラル」を戦略の中心にとらえ、採用・教育・営業のサイク
ルを活動させ、事業規模の拡大を目指してまいります。

2つ目にポートフォリオの拡大といたしまして、新たな専門領域であります、化学
、土木建築分野等の獲得を目的としたM&A等を実施してまいります。

株主還元の拡大としましては、配当性向を30％から、50％に引き上げ。

また、総還元性向として自社株買い等も検討してまいります。



次にIR活動の強化につきましては大きく3点です。

個人・機関投資家への情報発信の強化。

2つ目に、外国人投資家を意識した英文開示の推進。

3つ目に、「コーポレートガバナンス・コード」への対応です。
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以上までが中期経営計画の概要です。

それでは続きまして、第60期の決算概要についてご説明させていただきます。



第60期の市場環境につきましてはコロナが継続し、引き続き厳しい環境が続いている
が、「カーボンニュートラル」関連プロジェクト領域でのエンジニアの引き合いが活
発であったというのが市場環境です。

一方、技術者派遣事業の状況につきましては、稼働人員が増加、技術者単価が前期よ
り微減。これにつきましては未配属者の配属を優先したことにより、技術者単価が前
期より若干減少しております。

労働工数が前期を上回った。

一方、費用面の状況につきましては、未配属者の配属が進捗したことにより、販売管
理費が減少いたしました。

また、コロナ禍が継続ということで、リモート等の活動の比率が高まり、採用活動、
営業活動において旅費交通費や会議費等が減少いたしました。
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これらの結果、第60期の売上高は12.9%増、営業利益で13.9%増、経常利益で
13.4%増、当期純利益15.9%増。

営業利益率で12.5%。

結果、2桁成長の実現、並びに、8期連続の増収・増益となりました。
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次に事業別の売上構成につきましては、技術者派遣が92.4％、請負・受託が7.4％
の構成になっております。

派遣事業で11.5％増、請負･受託事業で33.9％増となりました。



次に業種別です。

電気機器、輸送用機器で11.9%増、精密機器で13.5%増、情報・通信で12.1%増と
なっております。
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第60期の売上高に占める取引先上位10社です。

左が昨年、右が本年度で、ほぼ取引先の顔ぶれの変化はございません。

一部、10位に中部東芝エンジニアリング様が入ったということと、東京エレクトロン
宮城様が第8位に位置づけされております。
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次に分野別、職種別の構成です。

エンベデッド・モデルベースで14.8％増、一般的には組込み、制御ソフト分野です。

ITソリューション17.9％増となりました。
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分野別の期末技術者数です。

エンベデッド・モデルベースで13.6%増、ITソリューションで15.7%増。

期末エンジニア数で1,073名となりました。
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次に地域別構成です。

関東圏で58.3％、東海圏で17.5％、近畿圏で16.3％となりました。
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技術者派遣事業の売上高、費用、利益率向上の考え方をここで整理させていただ
きます。

まず、技術者派遣事業の売上高は技術者数×稼働率、つまりは稼働人員×1人当た
りの技術者の契約単価×何時間働いたかという労働工数で構成されています。

売上原価は顧客企業に配属中の技術者の労務費です。

販売管理費は社内にて教育研修中の技術者の労務費、並びに、スタッフ職の労務
費、また求人広告費等の活動費です。

ここで利益率向上の2つのポイントとしまして、1点目は売上総利益率の向上。こ
れについては1人当たりの技術者単価の上昇させる必要があります。

2つ目、営業利益率の向上につきましては、技術者の増員に伴う間接部門の増員を
管理効率の向上により抑え、販管費率の上昇を抑えることによって、営業利益率
は更に上場いたします。



技術者の採用人数、並びに、離職率。

新卒技術者採用数、キャリア採用技術者数、離職率でございます。

2022年度の新卒採用数は165名でございます。

昨年より減少した要因は、主にソフトウェア、電気・電子の学生に比重を置いた採用方
針に転換したことによります。

従いまして、機械系のエンジニア採用数を抑えた結果になります。

来年度につきましては、160名の計画でございます。

次にキャリア技術者数は、採用方針転換により、110名の採用計画を立てております。

前年より約3倍になりますが、採用部門のスタッフの増員、キャリア採用予算の増額等
々を進めながら、110名の採用目標数達成に向けて推進したいと考えます。

最後に離職率につきましては11.3％ということで、10％強で推移しております。

これについてもコロナ禍が収束してくれば、過去の実績であります10％弱の離職率まで
低下すると考えております。
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次に期末技術者数、並びに、稼働率の推移です。

期末技術者数は平均で1,082名。

稼働率は96.6％でございました。
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次に技術者単価、並びに、労働工数。

技術者単価は4,189円。

未経験者の配属優先に伴う微減で着地しております。

労働工数は166時間。

前年対比で3時間の増加となりました。
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46

最後に第61期（’23年1月期）業績予想、並びに、配当予想です。



事業環境の予測前提といたしましては、エンジニアの不足感につきましては引き続き
不足が継続するという考えです。

更には「カーボンニュートラル」関連プロジェクトからの人員要請は益々増加すると
予測しております。

コロナ禍の収束時期につきましては、2023年1月期についてはコロナ禍は継続、その
後、ウィズコロナで進行するという考えです。

中心となるテーマ・業界につきましては、「カーボンニュートラル」関連、自動車業
界、半導体業界が中心となってまいります。
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それを受けまして業績予想、並びに、前提条件です。

売上高で前年対比8.6％増収計画。

営業利益で13.6％増益。

経常利益で11.4％増益。

当期純利益で9.4％増益の計画です。

前提条件につきましては、稼働率、技術者単価、労働工数につきましては、概ね前年
実績水準で前提を置かせていただいております。

新卒入社者は165名、キャリア入社者は110名の計画です。

新卒者の配属完了時期の前提につきましては、コロナ禍以前の平時と概ね同じ時期に
設定しています。

8月、9月、12月の3段階での配属計画を予算上反映させていただいております。
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次に第60期/第61期の1株当たりの配当金です。

中期経営計画の配当方針であります50％を第60期より反映させていただいておりま
す。

これによりまして、2022年1月期の期末配当は20.50円。前回予想14.00円より6.50
円の増配予定です。

そのことに合わせて中間14.00円と合わせて、年間配当金34.50円の予定です。

2023年1月期の配当につきましては、年間配当金38.00円。中間19.00円、期末
19.00円を予定しております。

前期比で3.50円の増配予定です。
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50

1株当たりの年間配当の推移です。



51

最後に参考資料として



コロナ関連
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53

営業利益率等の経営データ
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55

グループ別のデータ



四半期ごとの業績
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58

期末株主数を推移

ちなみに2022年1月期の株主数は、前期3,662人から4,381人に増加しております。



59

主な株主構成です。



60

最後に会社情報です。

証券コードは2163です。



61

以上、長時間にわたりご清聴ありがとうございました。


